
こと

委員会は， H附日和 3お3 .寸3 発足以来 1 {斗十 4 筒 月 』にιわ fたより

行ない，昭和 34 . 6 ・ 19 総裁あてに報~'i ' .'lを提lHした。その要胃

l土次のとおり である。すなわち将来の技術のいっそうの進歩と

経済的諸条件の進股とを予測し ， 終予?の倣!氏的刷新と介Jlj!化を ，

!Ifjr)J近代化に伴って完滋することを lìíJ催条件として ， Lr}'~鉄は ，

遅くと も 15 { I 以内に i 要線K約 5，α)O km の ~l!化 と，その他の

総収:のディ ーゼル化 <.: 11 な い ， IIIH.11 50 11 . )([ 初めまでに /f.~気

運転を全焼すべ き である。これは， I '~鉄総然 上必須 ぐ 車、るばか

り で なく ，悶L(併済上からもきわめて 引ましい もの と秘められ

る 。1 との結論である。

その後の凶鉄の~[化，デ ィーゼノレ化計闘は， この鰍告を tl~木

‘こし て進められている。 (卯之木十己)

どうりょくしどうがかり 動力指導掛 車両工場の動力

職場等におカ・れる躍をで ， 11日平~137年の版制改正により新 s没された。

*動力掛を指導し.工地Jの動力設備のJlli転および保守業務に従

'lr寸るほか， ニれらの業務に関する作業の l町分や業務指導， ~骨

材の整備およ び調査研究等を行なべ 。 (政"政雄)

とうりよくしゃそうじゅうし。うんでんめんきょにか

んするし ょう れい 動力車操縦者運転免許に関する省令

鉄道営業法(叩Jìfl33 1 1 法律第 65 り ) :;(~ 21 条および軌道法(大正

10 '1 法律第 76 り)第 14 条 (W 3 1 条におし、て準!H-j-る切合合合

心 。)の規格に以づ き ， 制定された(l1 (!，fll 31 吋運輸省令第 43 り)。

地方鉄道 ・ 軌道およ び無軌条電車における蒸気機関中・ 'íl'i:気機

関車 ・ ディ ー ゼル隙IJW等のl[i)})fij i を服縦する者の逆転、~Iì'fに

l:tlす る制度を定め， !F)r)J 1ド操縦折的資質の向上と輸送の安全を

はかることを H 的 とする。全体\16 1?;こ分かれ， 切 1 i':t~， 土総l!Il.

1:(0 ，.;;:は動力取の操縦にはJ1í転の~(:，t/p:..~裂することおよびìill転

の免許に必姿な手続を規定し， 第 3tJでは巡転免許ヰピ与 え る lìíj

縫となる試験について定め，第 4 訟では巡転ç('. ;r'r ， ; 'î F. ~_:滅失した

切合等の}ヰ交付， $é.{r ， JEの返納， �ifJ) J !If.j~地縦 -<t ìill転免 ;itf!京簿の

作成等にJん 、て定め，第 5 章 t土動 )J llq地縦必 を 11成する[i)})J !IO:

t長縦荷主成所についての指定 ， 1完成!肝における u比例 1政府苦手に|刻

する諸縦定をおき，第 6 章は維日11 とな っ ている。

なお， 日本l 同 11 鉄道にはこの省令は泌 HI されず， また，公営

の地方鉄道の動力!JIt是縦者については巡転の免治は必主主とされ

ていないが，日本国有鉄道については日本 l!il有鉄道巡転N UlI 引昭

和 30 11 運輸省令第 5 号)第 5 条，公営の地JJ欽i首については他

の地方鉄道と同様，地 )j鉄道運転成UlI (11討和 25 年巡輸省令第 99

号)第 7 条の 2 により， ー定の教育訓練を絞た適性のある jfでな

ければ，動力車を操縦する作業等に従事させてはな らない こと

としてい る。 ( 新谷智人)

とうろくホテルぎょう 登録ホテル業 戦後， わが凶を

訪れる外人観光客は， 年ごとに急激なWllmを示 し， ニれら外客

全受け入れるためのホテノレその他の術的施設の整備が1車く I長引

された。 これにこたえて昭和 24 ・ 12 L ホテ ルその他の外客宿泊

施設の整備をはかり，外客接過の先'夫に資する乙とを闘的1 と

した L国際観光ホテノレ整備i去1 が11;11 定; された。

この法律は一定の人的条件な らびに物的条件を定めて， これ

を満たすホテノレまたは旅館に対 して |司が殺録し，法人税害事の減

免による助成をし，その施設， 経常面にいっそうの充実をはか

ろうとするもので ， この法律で窃録を受けたホテル営業，また

は旅館営業をそれぞれ登録ホテル業 ・登録旅館業 主 L づ。 4 の

登録ホテノレ業 ・ 殺録旅館業を営む者ーでなければ，主主録ホテル ・

登録旅館またはこれに矧似する名称を月h、てはならないことに

悶法で定められ， ニれに違反 L た者ーには罰則が定めてある。

どうろこうつ

1*運局 ・ 都道府県別主主録ホテル ・ 旅館件数表
(昭和 40 ・ 1 ・ 1 現在)

降辿町別 |都 道/(.1県別 ホテル数 旅館数 ~t 

札 幌 ! 北海 3自 6 16 22 

6 16 22 

言f E年 3 3 

tlh -l th 、 1';' F 2 2 
，~ 山 城 3 4 7 

有品 Aも 14 14 

; 十 3 23 26 

刷 I 秋i 
111 l 4 5 

新
)怯 7 7 
{烏 3 3 6 
好 6 22 28 

10 36 46 

!沃 城 3 3 
栃 木 2 18 20 
詐 l耳 13 13 
全母

よ』
千 3荘 6 7 
1在 )~、 28 21 49 
神 祭 111 14 24 3゚ 
山 型l 3 5 8 

48 90 J38 

M 1.11 6 6 
111 2 21 23 
11 6 6 

名 1\[ 陪 岐 J~i. 1 2 3 
F符 下吋 5 93 98 
愛 月j 6 9 15 

在f 2 5 7 

16 142 158 

滋 賀 1 5 6 
J�. 何l 5 19 24 

大 阪
大 阪 7 16 23 
兵 開 3 29 32 
f .. 、ζ n l 3 4 
和歌山 1 24 25 

18 96 114 

取 9 9 

t!l 10 10 
広 111 2 5 7 

島 2 7 9 
n 1 10 11 

; 十 5 41 46 

徳 ぬ 3 3 

松
香 !II 15 15 
愛 媛 8 8 
高 世11 1 3 4 

l 29 30 

有司 岡 5 2 

体 賀 2 2 

長 的 4 9 13 

ril¥ 問 熊 本 2 8 10 
大 う上 3 16 19 
官 的 3 4 7 

鹿 ノ)'è. J:h 3 9 12 

; 十 20 50 70 

ノl 、・ 127 523 650 

想録ホテノレ業または'(J録旅館業を営む者は，宿泊料金その他

省令の定める業務に関する料金や宿泊約款を定めて届けること ，

省令で定める遵守事項を守ること等の義務がある。

国際観光ホテル整備I去の誌準に より，ホテノレまたは旅館の新

築 ， 11"1改築をする場合，日本開発銀行 ・ 北海道東北開発公庫・

1.1.1小企業金融公庫等の融資の道がひらけている。 (大井達也)

どうろこうつうぼう 道路交通法 本法は昭和 35.6 ・ 25

法律第 105 号をもって公:{I; された。 以後， 昭和 37 年(法律第 147


